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災害からの都市・地域復興に関する研究
復興状況の想定モデルの記述と復興の最適化

両者の整合性を検証

生活再建シナリオの
記述

市街地復興シナリオの
記述

主人公になりきって，個人の立場から，
生活再建の選択肢を考える。

プランナーの立場から，市街地復興の
あるべき姿を考える。

個人の生活再建とプランナーの視点の
バランスを図る。

復興状況イメージトレーニング手法の構築

加藤孝明研究室
［地域安全システムの構築に向けて］

http: / /kato-sss. i is .u-tokyo.ac. jp/
地域安全システム学

地域安全システム学の構築－地域の安全を支える技術としくみ－ Cw-801(研究室) , 6F  BE-BW 連結通路(展示)

工学系研究科都市工学専攻

ICUS

人がいて地域がある。地域は、人の生活において普遍的である。安全があり、快適があり、豊かさがある。安全は、人間の本能に根ざした
基本的な欲求である。都市化は、我々に何を与え、何を失わせたか？日々の暮らしの中では、安全であることを所与の条件としていない
か？都市化の進んだ現在こそ、地域の安全について再考する必要がある。再考しつづけることこそが地域の安全を確保する唯一の手段であ
る。地域安全システム学では、都市ストックの集合体としての地域を対象に、誰もが安全で安心して暮らせる社会のシステムを考える。

あなたの家，街，地域，すべてのスケールの地震火災リスクを算定

「延焼運命共同体」
震災時に同じ色の建物群の中から
出火すると，その建物群はすべて
焼失する

地域スケールの焼失確率分布

地震火災リスクの評価手法に関する研究

ＧＩＳに基づく水害シミュレーションと計画支援システム

ビジョンを描く：広域ゼロメートル市街地2058

ワークショップ手法
による対策検討

「広域ゼロメートル市街地」で市民と共に取り組む

気候変動への市街地側の適応策 / 防災まちづくり手法論 / 防災都市づくり計画論

A
市街地の脆弱性を
把握・評価する

Assessment

I
対策を社会と
共に考える

Implementation

区分 Ｅさん Ｆさん
居住地 ・戸建て住宅地 ・戸建て住宅地
世帯
構成 ・夫（71歳）、妻（68歳）の2人暮らし ・夫（35歳）、妻（36歳）、長女（5歳）

家計
状況

・年金収入で生活（元会社員），年収300万円
・借入金なし、預貯金1,500万円

・（夫）会社員、年収600万円
・住宅ローン残高2,000万円
・預貯金：300万円

建物

・戸建て住宅、木造2階建て
・建築面積48㎡、床面積96㎡
・持ち家、築35年
・建物被害：全壊
・地震保険に加入していない

・戸建て住宅、木造3階建て
・建築面積42㎡、床面積126㎡
・持ち家、新築、駐車場有り
・3年前に建売住宅を購入
・建物被害：全壊（液状化）
・地震保険に加入していない

敷地
・敷地面積80㎡
・前面道路幅員4ｍ
・持ち地
・土地評価額：約1,000万円（㎡単価：13万円）

・敷地面積80㎡
・前面道路幅員4ｍ
・持ち地（3年前に取得）
・土地評価額：約1,000万円（㎡単価：13万円）

子世帯

・長男（43歳）夫婦：春日部市郊外の戸建て住宅（持
ち家、半壊）に居住、会社員、子ども2人（男13歳、女
10歳）
・長女（41歳）夫婦：東京都世田谷区のマンション
（被災なし）に居住、会社員、子ども1人（女16歳、高
校生）

・夫の両親（父66 歳、母63歳）：草加市の郊外戸建て
住宅（半壊）に居住、元会社員、年金収入で生活
・妻の母(67歳)：東京都足立区の戸建て住宅（一部損
壊）に1人住まい、年金と貯金で生活
・夫の妹（32歳）夫婦世帯：東京都杉並区のマンショ
ン（被害なし）に居住、子ども2人（女3歳、男1歳）

居住歴 ・（夫婦）居住歴36年 ・（夫婦）居住歴3年

R
計画者の立場から
被災に備える

Recovery preparation

T
安全・安心社会の
実現を技術的に

支援する

Technology

地震被害想定・地域防災計画
3.11以降定着した最大クラスの被害想定を
どう計画で受け止めるか、実践的に議論。
地域防災計画の新たな方法論、策定手法の
構築を目指す。

復興準備
減災対策のフェールセーフとして位置づける。
復興を円滑に進めるための「準備」を行う。
復興状況イメージトレーニングもその中の一手法。

過疎地域から学ぶ
人口減社会においては過疎地域が

時代の最先端地域である。
「元気な」過疎地域から学び、

日本社会の未来を考える。

安全確保計画
商業業務地区の新しい防災の概念の構築。

2012年7月都市再生法の改定により新たに位置づけられた。
官民連携によるハード、ソフトの組み合わせの安全化計画。

地域防災計画支援システム

地域防災支援技術パッケージの構築

計画支援システムに関する研究

コミュニティ(地域)

② 自然災害リスクに関する
正しい理解
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地域の力が
縦割りをつなぐ

刺激
① 触発

外
部

俯瞰的ツール（Google Earth）

科学的客観的
評価結果
地域危険度

ハザードマップ
＋

地域情報

津波浸水深さ 津波一時退避所情報

地区内通過確率４ｍ(車) 道路閉塞確率４ｍ(車)

火災危険度

AR技術を基盤とするツール

評価に基づく対策づくり、プランニングができる環境を実現

地域安全を支える技術の高度化と社会実装

自然災害に対する市街地の脆弱性評価

生産技術研究所 都市基盤安全工学国際研究センター

International Research Center for Urban Safety
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ミャンマー：被害想定、地域防災計画 など

伊豆市

岩手県釜石市

静岡市

綾瀬市
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防災まちづくり支援：
コミュニティベースの総合的取り組み

「内発性」「自律発展性」の地域主体の防災まちづくり、地域づくりのモデルを構築。
同時にその実現を支援する地域防災新技術パッケージを実践的に開発、提供する。

防災都市づくり計画 (防災都市計画)
従来の防災都市づくり計画は、地震火災に偏重・矮小
化されている。自然災害リスクを総合的に制御すると
いう視点から従来の防災都市づくり計画のバージョン
アップを図るという視点で計画策定に参画。

復興準備
地震被害想定・地域防災計画
防災都市づくり計画(防災都市計画)
過疎地域から学ぶ
安全確保計画
防災まちづくり支援：
コミュニティベースの総合的取り組み
津波被害想定・津波防災計画
南海トラフ


